
　東京都では、中小企業等に対し、育児と仕事の両立、介護と仕事の両立、非正規労働者

の処遇等の改善といった雇用環境の整備を働きかけていくため、                                 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を行うことにより、雇用環境整備の取

組を推進します。

東京都中小企業雇用環境
整備推進事業のご案内
東京都中小企業雇用環境
整備推進事業のご案内

本事業に関する問い合わせ先

申請書類の入手や事業の詳細についてはこちら

奨励金の支給
専門家の派遣 研修会の実施

◆東京都産業労働局雇用就業部ホームページ「TOKYOはたらくネット」
http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/kaizen/koyoukankyo/

◆東京都労働相談情報センター

※東京都では「TOKYOライフ・ワーク・バランス推進窓口」を開設し、働き方改革に関する事業の相談や
　その他の事業主向けライフ・ワーク・バランス推進関連施策の相談等をワンストップで行っております。
　〒112-0004　文京区後楽2-3-28 K.I.S飯田橋ビル 6階  TEL:03-3868-3401
　

◆実施回数・時期：4つのテーマで年18回の研修会を以下のスケジュールで実施予定

◆研修時間：1回あたり2～3時間程度

◆対象：企業等の経営者、人事労務担当者

◆受講料：無料

◆申込み及び事業の詳細：ホームページ「TOKYOはたらくネット」（→下記参照）

事業内容

東京都中小企業雇用環境整備推進研修会

中小企業の経営者・人事労務担当者向けに研修会を実施します。

ⅢⅢ 受講料
無料
受講料
無料

東京都中小企業雇用環境整備推進研修会ⅢⅢ

東京都中小企業雇用環境整備推進専門家派遣

専門家(社会保険労務士・中小企業診断士）の派遣を受けて、助言を受けることができます。

ⅡⅡ 派遣料
無料
派遣料
無料

東京都中小企業雇用環境整備推進奨励金

次の3コースから自由に選択して奨励金の支給を受けることができます。

ⅠⅠ 100
万円
100
万円

最高最高

AA

BB

CC

育児と仕事の両立推進コース

介護と仕事の両立推進コース

非正規労働者の処遇改善コース担当地域（会社所在地）電話番号事務所

飯田橋
大　崎
池　袋

亀　戸

国分寺

八王子

03（5211）2248
03（3495）4872
03（5954）6505

03（3682）6321

千代田区、中央区、新宿区、渋谷区、中野区、杉並区、島しょ
港区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区
文京区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区

台東区、墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区

立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、昭島市、小金井市
小平市、東村山市、国分寺市、国立市、福生市、東大和市
清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、羽村市、あきる野市
西東京市、西多摩郡

八王子市、府中市、調布市、町田市、日野市、狛江市
多摩市、稲城市

042（323）8518

042（645）7450

※研修会については、会社所在地にかかわらず東京都労働相談情報センター (飯田橋）にお問い合わせください。

東京都では、就職の機会均等を確保するために、本人の適性と能力に基づく公正な採用選考を実施するよう事業主の皆様のご理解と
ご協力をお願いしています。詳細は、http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/kaizen/kosei/　をご覧ください。

テーマ 回数 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

働き方の見直しに関すること 4 〇 〇 〇 〇

育児と仕事の両立に関すること 7 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

介護と仕事の両立に関すること 5 〇 〇 〇 〇 〇

非正規労働者の雇用環境整備に
関すること

2 〇 〇



東京都中小企業雇用環境整備推進奨励金

対象事業者 

ⅠⅠ

AA 育児と仕事の両立推進コース

BB 介護と仕事の両立推進コース

CC 非正規労働者の処遇改善コース

6月15日
受付開始

奨励事業は次の３コースで、実施するコースや事業を自由に選択可能・・・・最高100万円

都内で事業を営んでいる中小企業等 ※その他実施するコース、事業ごとに要件があります。

※各コース、事業について都が定める全ての取組事項の実施が確認できた場合に奨励金を支給
※複数のコース、事業を実施した場合には、各奨励金額を合算した額を支給

事業内容

東京都中小企業雇用環境整備推進専門家派遣

対象事業者 

ⅡⅡ 随時受付

◆派遣料：無料　  ※専門家への謝礼は都が支払い
◆派遣期間・回数：派遣を決定してから平成31年3月31日までの期間で最大5回
　　　　　　　　※取組内容が異なる場合は上述期間内で複数回申込み可
◆派遣時間：1回につき原則2時間以内
◆助言内容：① 育児と仕事の両立推進に関すること　　　　　② 介護と仕事の両立推進に関すること
　　　　　 ③ 非正規労働者の雇用環境の改善に関すること　④ 働き方・休み方の改善に関すること　
　　　　　 ⑤ その他雇用環境整備の推進に関すること

都内に本社または主たる事業所を有する中小企業等

平成30年4月2日（月）から平成31年1月31日（木）まで

事業内容

事業の流れ

申請にあたっては事前エントリーが必要です。事前エントリーは、ホームページ「ＴＯＫＹＯはたらくネット」
(→裏面参照)から行ってください。（※予定社数を超えた時は抽選になります。）

（１）事前エントリー
     受付日時等

（２）申請書類提出先　※提出先は事前エントリー結果と共にご連絡します。
　　東京都労働相談情報センター（飯田橋ほか都内５事務所)(→裏面参照）

申請に関して

奨励金と専門家派遣の併用の制限に関して
奨励金を受けた(または受ける)事業の内容と専門家派遣を受けた(または受ける)取組の内容が重複すると認められる場合に

は、双方の制度を利用することはできません。

申請希望事業者は、受付日に事前
エントリー（TOKYOはたらく
ネットから）

❶事前エントリー
エントリー確定の連絡
を受けた企業は、交付申
請書類を提出

❷奨励金の申請
交付決定後、所定の奨励
事業を実施
※都が定めた期間で実施

❸奨励事業等の実施
事業終了後、
実績報告書類
を提出

❹実績報告
実績の確認後、
奨励金支給額
を決定

❺決定

事業の流れ

募集期間 

本社所在地を管轄する東京都労働相談
情報センター(飯田橋ほか都内5事務所)
へ必要書類を郵送または持参で提出

❶申込み
都の職員が課題等
についてヒアリング
を実施

❷職場事前訪問
専門家の派遣
を決定し、通知

❸派遣決定
専門家が企業を
訪問し、助言を
実施

❹専門家派遣
取組結果の報告

❺派遣の終了

事業名 取組事項 奨励金額

①一般事業主行動計画
　策定事業

◦育児と仕事の両立にかかるニーズ調査 
◦社内取組の検討 
◦一般事業主行動計画の策定 
◦社内周知

10万円

②育児と仕事の両立制度
　整備事業

◦育児と仕事の両立支援制度の整備 
◦研修会への参加 
◦社内研修の実施

20万円

◦（上記3つの取組に加え、）
　育児と仕事の両立支援制度（テレワーク制度）の整備 10万円

③男性の育児参加推進事業

◦育児と仕事の両立支援制度の利用状況等調査 
◦社内制度利用拡大に向けた取組の検討 
◦社内目標の設定 
◦研修会への参加 
◦社内研修の実施

20万円

④育児中の従業員のための
　多様な選択肢整備事業

◦法を上回る期間の育児休業(以下、「育休」という。)制度の整備 
◦円滑な育休取得の促進と育休後の職場復帰に向けた社内制度の整備 
◦在宅勤務制度の整備 
◦子育て支援制度の整備 
◦研修会への参加 
◦社内研修の実施

40万円

事業名 取組事項 奨励金額

①介護と仕事の両立推進事業

◦相談窓口の設置及び研修会等への参加 
◦介護と仕事の両立にかかるニーズ調査 
◦社内制度等周知 
◦取組計画の策定 
◦計画等の発信

40万円

②介護離職防止のための
　制度整備事業

◦介護休業等制度の整備
◦円滑な介護休業等の取得促進及び仕事との両立に向けた社内体制の
　整備
◦介護サービス利用支援制度の整備
◦介護と仕事の両立支援制度の整備
◦社内周知

40万円

◦（上記5つの取組に加え、）
　介護と仕事の両立支援制度（テレワーク制度）の整備 10万円

取組事項 奨励金額

◦雇用環境整備にかかるニーズ調査　◦処遇制度の整備　　　◦教育・研修制度の整備 
◦福利厚生制度の整備　　　　　　　◦取組結果の社内周知

40万円

事前エントリー受付日
※時間は 10 時～ 15 時 申請書類提出期限 予定社数

第1回 6 月 15 日 ( 金 ) 7 月 5 日 ( 木 ) 70 社
第2回 7 月 13 日 ( 金 ) 8 月 6 日 ( 月 ) 70 社
第3回 8 月 17 日 ( 金 ) 9 月 5 日 ( 水 ) 70 社
第4回 9 月 14 日 ( 金 ) 10 月 5 日 ( 金 ) 70 社
第5回 10 月 15 日 ( 月 ) 11 月 5 日 ( 月 ) 20 社

30年度新設

30年度新設


